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1. はじめに～連帯債務とは～ 

  民法では、1 つの債権・債務の当事者として複数の人物が登場する場合を、「多数

当事者の債権債務関係」と総称しています。  

これらは、概ね、以下の 4 類型が挙げられます。 

・分割債権・債務（民法 427 条） 

・不可分債権・債務（民法 428～431 条） 

・連帯債務（民法 432 条～445 条） 

・不真正連帯債務（判例法理）［1］ 

  このうち、本稿で取り上げる「連帯債務」については、連帯保証と似た響きの単

語ですが、一般にはあまりなじみが無い用語かもしれません。連帯保証といえば、

「ほかならぬ親友の頼みであっても、簡単に連帯保証のハンコを押してはいけな

い。」、「金融機関からの借り入れについて代表者の連帯保証を求められた。」などと

一般的にもすぐにイメージが湧くかと思いますが、連帯債務と厳密に概念を区別し

て理解するのは容易ではありません。 

  「連帯債務」については現在の民法改正の中でも議論がなされており、本稿では、

普段なじみのない概念である「連帯債務」について「連帯保証」との違いなども説

明しつつ、第 22 回コラム「民法改正の近時の動向と事業者に与える影響等」の続き

                                                   
1 法律が「連帯債務」であると規定していても、債権の効力を更に強めるため、絶対的効力事由を

制限する解釈が認められており、これを「不真正連帯債務」といいます。例えば、民法 719 条

は、数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えたときは、各自が「連帯」してその損害を

賠償する責任を負うと定めていますが、その損害賠償債務については連帯債務に関する民法 437

条（免除の絶対効）の規定は適用されない、すなわち一人の債務者に対して債務を「免除」して

もその効力は他の債務者には及ばないとされています（最判平成 6 年 11 月 24 日・判タ 867 号

165 頁など）。これによって、債権者（不法行為の場合であれば「被害者」）の保護を図ろうとい

う趣旨です。  
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として、「民法（債権関係）に関する中間試案」（以下「中間試案」といいます。）［2］

でどのような議論が行なわれているのかについても触れ、あわせて今後の事務に与

える影響にも言及することとします。 

 

2. 連帯債務と連帯保証の法的性質と相違点 

民法改正の議論の紹介に入る前に、まずは連帯債務とは何なのかについて、連

帯保証との対比も含めて解説したいと思います。  

（1） 連帯債務の法的性質 

連帯債務とは、数人の債務者が同一内容の債務について、各自独立して全部を

履行すべき義務を負うものです。債務者の数だけ、それぞれ独立した債務が存在

すると解されており、保証とは異なり、連帯債務者間に主従の関係はありません。  

   具体的には、債権者は、連帯債務者の誰か一人に対して請求することもでき、

同時に又は順次に全員に対して請求することもできます。そして、その請求額も

各連帯債務者に対して全額でも一部でもよいとされています（民法 432 条）。 

   また、連帯債務者の一人について、その契約内容に無効又は取消しの原因があ

っても、他の連帯債務者の債務の効力には影響がありません（民法 433 条）。 

   なお、連帯債務者のうちの一人が全部の債務を弁済すれば、連帯債務者全員の

債務が消滅します。 

 

 

 

 

 

   A、B、C の 3 人が D から 30 万円を借りて、その返済について連帯債務を負っ

た場合、連帯債務者 A、B、C は、各自独立して 30 万円を D に支払う義務が生じ

ます。A、B、C のいずれかが D に対して 30 万円を支払うと、他の連帯債務者は

債務を免れます。 

   このように、3 名で連帯債務を負うと、3 名各自はそれぞれ債務の全部につい

て義務を負いますので、債権者にとっては、債務者の中に一人でも弁済できる資

力のある者がいれば、安心ということになります。  

                                                   
2 具体的には、中間試案の「第 16 多数当事者の債権及び債務（保証債務を除く。）」「3 連帯債

務者の一人について生じた事由の効力等」について解説します。  

A、B、C の 3 人が D から 30 万円を借りて、その返済について連帯債務を負っ

た場合、連帯債務者 A、B、C は、各自独立して 30 万円を D に支払う義務が

生じる。A、B、C のいずれかが D に対して 30 万円を支払うと、他の連帯債務

者は債務を免れる。 
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（2） 連帯保証の法的性質 

   次に、連帯保証の法的性質について解説します。もっとも、連帯保証を理解す

る前提として、主たる債務（民法 446 条 1 項参照、以下「主債務」といいます。）

と保証について理解することが必要ですので、まずはこの点について説明します。 

 

 

 

 

 

 

   保証契約は、債権者と保証人との契約によって成立します。通常は主債務者の

委託を受けて保証契約を締結しますが、主債務者の委託等がなくても、有効に保

証契約を締結することができます（民法 462 条）。保証債務は保証契約の成立に

よって発生する債務であって、主債務とは別個の債務です。しかし、保証債務は

主債務に付従するため、主債務が無効であれば保証債務も成立せず、主債務が取

り消されれば保証債務も原則として無効となります。また、保証債務の内容は、

原則として主債務と同一であり、主債務が消滅すれば保証債務も消滅します（民

法 448 条参照）。 

   連帯保証においては、債権者は主債務者・連帯保証人のいずれに対しても全額

を同時又は順次に請求することが可能です。（この点は連帯債務と何ら変わりは

ありません。） 

 

（3） 連帯債務と連帯保証の相違点 

   このように、連帯債務は独立した債務であるのに対して、連帯保証は主債務に

付従する債務であり、具体的には、以下の相違点があります（なお、記載は現行

民法を前提としています。）。 

① 連帯債務の場合は、そのうちの一人について無効・取消原因があっても、

他の債務者に対しては影響がありませんが、連帯保証の場合は、主債務が

無効・取消により消滅すると、保証債務も消滅します。  

② 連帯保証の場合は、主債務者に対して、履行の請求その他の事由により時

効の中断をすれば、保証人に対してもその効力が生じますが（民法 457 条

保証債務 

【保証契約の構造】 

      

Ａ（主債務者）   債権者Ｃ 

Ｂ （保証人）  

 

 

主債務 
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1 項）、連帯債務の場合は、連帯債務者の一人に対する履行の請求（民法 434

条）以外の時効中断の効力は、他の連帯債務者には原則として及びません。  

③ 連帯保証人に対する免除をしたり時効が完成しても、主債務には影響しま

せんが、連帯債務者の一人に免除をしたり時効が完成した場合、その者の

負担部分について他の連帯債務者も債務を免れます（民法 437 条・439 条）。 

④ 債権譲渡の場合、連帯保証においては主債務について債権譲渡の対抗要件

を備えればよいですが、連帯債務においては債務者全員について対抗要件

を備えなければなりません。 

 

   連帯保証については、連帯債務に関する民法の規定（民法 434 条～440 条）が

準用され（民法 458 条）、具体的には、 

① 連帯保証人に対する履行の請求は、主債務者に対しても効力が生じ（民法

434 条）、 

② 連帯保証人と債権者との間に更改［3］があったときは、債権は消滅し（民

法 435 条）、 

③ 連帯保証人はその債権者に対して有する債権をもって相殺することができ

（民法 436 条 1 項）、 

④ 連帯保証人と債権者との間で混同［4］が生じたときは弁済したものとみな

される（民法 438 条）、 

  ということになります。 

   もっとも、連帯債務における「負担部分」を前提としている規定である相殺援

用権（民法 436 条 2 項）、免除［5］（民法 437 条）、時効の完成（民法 439 条）に

関しては、「負担部分」のない連帯保証人には準用の余地はないと解されています。

「負担部分」とは、連帯債務者がその内部関係において出捐を分担する割合のこ

とを言います。 

 

（4） 小括 

   以上のとおり、連帯債務と連帯保証の法的性質及びその相違点を概観しました

                                                   
3 「更改」とは、債務の要素（給付の内容、債権者、債務者等）を変更することによって、もとの

債権を消滅させ、新たな債権を成立させる契約です（民法 513 条）。 
4 「混同」とは、債権と債務が同一人に帰したときに債権が消滅することを指します（民法 520

条）。 
5 「免除」とは、債権者の一方的な意思表示による債務の消滅を指します（民法 519 条）。 
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が、以下では、連帯債務の特色・趣旨及び中間試案における改正案について、も

う少し詳しく解説します。 

 

3. 連帯債務の特色・趣旨～絶対的効力事由～ 

  民法上、連帯債務者の一人に生じた事由は、他の債務者に影響しない、というの

が原則になっています（これを「相対的効力の原則」といいます。民法 440 条）。も

っとも、上記で概観したとおり、民法 434～439 条には数多くの例外が定められて

おり（これを「絶対的効力事由」といいます。）、これに該当する場合、連帯債務者

の一人に生じた事由は他の債務者に影響を及ぼすことになります。  

  「履行の請求」のように、絶対的効力事由を認めることで、債権者に有利な場合

もありますが、むしろ、その他の絶対的効力事由は連帯債務の担保的効力を弱め、

債権者に不利になる場合が多いです［6］。 

そこで、債権者保護の観点から、適用される事実関係に応じて解釈により、絶対

的効力事由を広く認めたり、担保的効力を強化したり、といった柔軟な対応が必要

だという考え方があり、その結果、本来の法律が連帯債務であると規定している場

合でも、債権の効力を強めるべき場合には、絶対的効力事由を制限する解釈をすべ

きとして前述のような「不真正連帯債務」［1］などの概念が出てきます。 

 

4. 中間試案における絶対的効力事由の改正案（中間試案） 

（1） 改正案における議論の背景 

   前述のとおり、現行民法では相対的効力を原則としつつも絶対的効力事由を多

く認めているという建付けになっています。  

この点、「履行の請求」について言えば、絶対的効力事由があることによって、

自らは請求を受けていない連帯債務者にとっては、自分の知らない間に履行遅滞

に陥っていたり、消滅時効が中断していたりするなど、不測の損害を被るおそれ

があるという批判がありました。他方で、夫婦が連帯債務者となって住宅ローン

を組む場合（ペアローン）のように、連帯債務者の一人に対する履行の請求の効

力が他の連帯債務者に及ぶことについて実務上の有用性が認められ、「履行の請

求」に絶対的効力事由を認める必要性も肯定されます。そこで改正案では、連帯

債務者の一人に対する「履行の請求」について、相対的効力を原則としつつ、「当

                                                   
6 「民法Ⅲ（第 3 版）」内田貴 373 頁参照 
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事者間に別段の合意がある場合を除き」という例外を設けることとしています。

これによって、債権者と（絶対的効力を及ぼし合うすべての）連帯債務者との間

で別途の合意をすれば、「履行の請求」についても絶対的効力を及ぼすことができ

ることとなります。 

同じように、更改、免除、混同、時効の完成についても、履行の請求に平仄を

合わせる形で、現行民法の絶対的効力事由の規定を改め、相対的効力を原則とし

つつ、「当事者間に別段の合意」がある場合にのみ絶対的効力を認める改正案が提

案されています。 

それぞれの制度における、現行民法の規定による不都合と改正案における扱い

を事例で解説すると以下のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【連帯債務者の一人との更改［3］】（現行民法 435 条）  

A、B、C の 3 名の連帯債務者が債権者 D に対して 30 万円の連帯債務を負い、

その負担部分がそれぞれ平等である場合において、A が D との間で A の債務を

A 所有の自転車を D に引き渡すという債務の変更する旨の更改契約を締結した

とすると、これによって、A の債務のみならず、B と C の債務も消滅すること

になる。 

（30 万円の連帯債務）   （A が自転車を引き渡す債務のみ） 

 A     A 

 B  D   B  D 

 C     C 

 

（現行民法への批判）  

債権者が連帯債務者の一人との間で更改契約を締結したとしても、その更改契約

に基づく債務の履行を受けるまでは、債権者は何らの満足も得られないのである

から、債権者は他の連帯債務者の債務を消滅させる意思までは有していないのが

通常であるという批判あり。 

 

（改正案における扱い）  

A が債権者 D との間で更改契約を締結したとしても B と C は債権者 D に 30 万

円を連帯して支払わなわなければならないままとなる。A が債権者 D に自転車

を引き渡すと、A の債務とともに、B と C の債務も消滅し、ただし A は B と C

に対して 10 万円ずつを求償することができる。 
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【連帯債務者の一人に対する免除［5］】（現行民法 437 条）  

 A、B、C の 3 名の連帯債務者が債権者 D に対して 30 万円の連帯債務を負い、

その負担部分がそれぞれ平等である場合において、D が A に対して債務の免除

をすると、その免除の効力は A の負担部分である 10 万円の限度で B と C にも

及ぶことになり、その結果、B と C は D に対して 20 万円を支払えばよいこと

になる。 

（30 万円の連帯債務）   （B と C のみで 20 万円の連帯債務） 

 A     A （免除） 

 B  D   B  D 

 C     C 

 

（現行民法への批判）  

債権者が連帯債務者の一人に対して債務の免除をする場合には、債権者は単にそ

の連帯債務者に対しては請求しないという意思を有しているにすぎず、他の連帯

債務者に対してまで債務の免除をするという意思は有していないのが通常であ

るという批判あり。 

 

（改正案における扱い）  

債権者 D が A に債務の免除をしても原則として B、C には影響を及ぼさず、債

権者は B、C に対して 30 万円の請求ができる。その後、B が債権者に 30 万円

を支払った場合、B が A に対して負担部分 10 万円についての求償ができる。求

償に応じて支払ったとしても、A は債権者 D に対しては当該 10 万円の返還を求

めることはできないと考えられる（「法律上の原因」があるので不当利得となら

ないため）。 
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【連帯債務者の一人との混同［4］】（現行民法 438 条）  

 A、B、C の 3 名の連帯債務者が債権者 D に対して 30 万円の連帯債務を負い、

その負担部分がそれぞれ平等である場合において、D と A との間で混同(A が D

を相続した場合等)が生じると、A が弁済したものとみなされ B と C の債務は消

滅し、A は B と C に対して 10 万円ずつの求償ができるにとどまることとなる。 

 

（30 万円の連帯債務）   （A が弁済したことになり債務消滅） 

 A     A 

 B  D   B  D 

 C     C 

 

（現行民法への批判）  

債権者が他の連帯債務者に対して各自の負担部分について求償することしかで

きなくなってしまうのは、通常の債権者の意思に反して連帯債務の担保的機能を

弱めるという批判あり。 

 

（改正案における扱い）  

債権者 D を A が相続しその間に混同が生じたとしても、B と C は A に連帯して

30 万円を支払わなくてはならないままとなる。B が A に対して 30 万円を支払

うと、B は A と C に対して 10 万円ずつの求償をすることができることとなる。 



 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 改正内容 

以上に記載した中間試案における改正内容をまとめると、下表のとおりとなり

ます。 

条文・趣旨  現行民法 改正案  

434 条（履行

の請求） 

連帯債務者の一人に対する履行の請

求は、他の連帯債務者に対しても、

連帯債務者の一人に対する履行の請

求は、当事者間に別段の合意がある

【連帯債務者の一人についての時効完成】（現行民法 439 条）  

 A、B、C の 3 名の連帯債務者が債権者 D に対して 30 万円の連帯債務を負い、

その負担部分がそれぞれ平等である場合において、A について時効が完成したと

すると、その効力は A の負担部分である 10 万円の限度で B と C にも及ぶこと

になり、その結果、B と C は債権者に対して 20 万円を支払えばよいことにな

る。 

 

（30 万円の連帯債務）   （B と C のみで 20 万円の連帯債務） 

 A     A 

 B  D   B  D 

 C     C 

 

（現行民法への批判）  

債権者は、連帯債務者のうち資力のある一部の者からの弁済をあてにしている場

合であっても、資力のない連帯債務者についても時効中断の措置を講じておかな

ければ、その者についての時効の完成によって、資力のある連帯債務者の債務が

縮減されてしまうという思わぬ不利益を被りかねないという批判あり。  

 

（改正案における扱い）  

A について時効が完成したとしても、B と C には何らの影響も及ぼさず、B と

C は債権者に対して連帯して 30 万円を支払わなければならないままとなる。  

なお、その後、30 万円を C が支払った場合に、C が A にその負担部分の 10 万

円を求償できるかどうかは議論の分かれるところと思われる。  
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その効力を生ずる。  場合を除き、他の連帯債務者に対し

てその効力を生じないものとする

［7］。 

435 条 （更

改） 

連帯債務者の一人と債権者との間に

更改があったときは、債権は、すべ

ての連帯債務者の利益のために消滅

する。  

連帯債務者の一人について生じた更

改は、当事者間に別段の合意がある

場合を除き、他の連帯債務者に対し

てその効力を生じないものとする。  

436 条 （相

殺） 

①連帯債務者の一人が債権者に対し

て債権を有する場合において、その

連帯債務者が相殺を援用したとき

は、債権は、すべての連帯債務者の

利益のために消滅する。  

②前項の債権を有する連帯債務者が

相殺を援用しない間は、その連帯債

務者の負担部分についてのみ他の連

帯債務者が相殺を援用することがで

きる。  

連帯債務者の一人が債権者に対して

債権を有する場合において、その連

帯債務者が相殺を援用しない間は、

その連帯債務者の負担部分の限度

で、他の連帯債務者は、自己の債務の

履行を拒絶することができるものと

する［8］。 

437 条 （免

除） 

連帯債務者の一人に対してした債務

の免除は、その連帯債務者の負担部

分についてのみ、他の連帯債務者の

利益のためにも、その効力を生ずる。 

連帯債務者の一人について生じた免

除は、当事者間に別段の合意がある

場合を除き、他の連帯債務者に対し

てその効力を生じないものとする。  

債務の免除を受けた連帯債務者は、

他の連帯債務者からの求償に応じた

としても、債権者に対してその償還

を請求することはできないものとす

る。 

438 条 （混 連帯債務者の一人と債権者との間に 連帯債務者の一人について生じた混

                                                   
7 中間試案では「連帯債務者の一人に対する履行の請求が相対的効力事由であることを原則としつ

つ、各債務者間に協働関係がある場合に限りこれを絶対的効力事由とするという考え方がある。」

との注記がなされています。しかし、具体的にどのような場合に「協働関係」が認められるかに

ついて基準が示されているわけではなく、解釈の余地が広く生じるものと思われます。  
8 他の連帯債務者が相殺の意思表示をすること（大判昭和 12 年 12 月 11 日・民集 16 巻 1945

頁）はできず、履行拒絶権ができるにとどまるものとされました。  
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同） 混同があったときは、その連帯債務

者は、弁済をしたものとみなす。  

同は、当事者間に別段の合意がある

場合を除き、他の連帯債務者に対し

てその効力を生じないものとする。  

439 条（時効

の完成） 

連帯債務者の一人のために時効が完

成したときは、その連帯債務者の負

担部分については、他の連帯債務者

も、その義務を免れる。  

連帯債務者の一人について生じた時

効の完成は、当事者間に別段の合意

がある場合を除き、他の連帯債務者

に対してその効力を生じないものと

する。 

 

（3） 債権者の立場からのポイント 

   中間試案における改正案では、履行の請求において債務者に有利な改正が提案

されているものの、更改・免除・混同・時効の完成については、相対的効力事由

に改められたことにより、債権者にとって有利な改正が提案されているといえま

す。（なお、相殺については、一概に、債権者と債務者のいずれに有利な改正がな

されたかを評価することはできないと思われます。）  

 

5. 今後の実務に与える影響 

  本稿では、連帯債務と連帯保証の異同及び中間試案における連帯債務の改正案に

ついて概観しました。 

  現行民法上、事業者にとって、連帯債務と連帯保証のいずれを選択する方が有利

かといえば、連帯債務を選択した場合は、その後の①変更契約の際の取扱い、②時

効の中断、③債務の免除、④債権譲渡等につき、債務者全員を相手に個別に債権管

理を行う必要があり、一方、連帯保証を選択した場合は、時効の中断や債権譲渡な

どの管理においては主債務者だけを管理していればよく、連帯債務に比して、その

運用が容易であるという側面があり、実務上、連帯保証を選択する方が望ましいと

いえます。 

  しかしながら、改正案においては、連帯保証人に対する履行の請求（民法 458 条）

の効力について、連帯債務と同様、相対的効力を原則とする提案がなされているこ

とから、いずれを選択した場合であっても「履行の請求」について相対的効力とし

たままの状態では債権者の立場となる事業者等にとって、煩雑な事務処理を要する

ことになりかねません。 

  したがって、改正案が実現した場合において、連帯債務者や連帯保証人が存在す
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る契約関係が発生する場合には、債権者の立場からすれば「履行の請求」について

「別段の合意」をしなければ不利な扱いをされてしまうことになります。  

この点で改正後の民法においてあまりに煩雑な債権管理の事務を要する事態に陥

るなどということのないように、今後の民法改正作業の推移を見守りつつ、既に各

事業者において用意をしてある契約書等についても改訂をする準備をしておく必

要が生じて来るのではないでしょうか。  

以 上 
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